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担当部署:　消防本部 予防課　
	処分の概要
	防火対象物の定期点検報告制度の特例認定

	法令名
根拠条項
	消防法　第8条の2の3第1項(第36条第1項において準用する場合を含む。)

	法令番号
	昭和23年法律第186号

	【基準】
　法第8条の2の3第1項の規定による。
第8条の2の3　消防長又は消防署長は、※1前条第1項の防火対象物であつて次の要件を満たしているものを、当該防火対象物の管理について権原を有する者の申請により、同項の規定の適用につき特例を設けるべき防火対象物として認定することができる。
(1)　申請者が当該防火対象物の管理を開始した時から3年が経過していること。
(2)　当該防火対象物について、次のいずれにも該当しないこと。
イ　過去3年以内において※2第5条第1項、※3第5条の2第1項、※4第5条の3第1項、※5第8条第3項若しくは※6第4項、※7第8条の2の5第3項又は※8第17条の4第1項若しくは※9第2項の規定による命令(当該防火対象物の位置、構造、設備又は管理の状況がこの法律若しくはこの法律に基づく命令又はその他の法令に違反している場合に限る。)がされたことがあり、又はされるべき事由が現にあること。
ロ　過去3年以内において※10第6項の規定による取消しを受けたことがあり、又は受けるべき事由が現にあること。
ハ　過去3年以内において前条第1項の規定にかかわらず同項の規定による点検若しくは報告がされなかつたことがあり、又は同項の報告について虚偽の報告がされたことがあること。
ニ　過去3年以内において前条第1項の規定による点検の結果、防火対象物点検資格者により点検対象事項が点検基準に適合していないと認められたことがあること。
(3)　前号に定めるもののほか、当該防火対象物について、この法律又はこの法律に基づく命令の遵守の状況が優良なものとして総務省令で定める基準に適合するものであると認められること。
※1「第八条　学校、病院、工場、事業場、興行場、百貨店(これに準ずるものとして政令で定める大規模な小売店舗を含む。以下同じ。)、複合用途防火対象物(防火対象物で政令で定める二以上の用途に供されるものをいう。以下同じ。)その他多数の者が出入し、勤務し、又は居住する防火対象物」
※2「防火対象物の火災予防措置命令」
※3「防火対象物の使用の禁止、停止又は制限の命令」
※4「消防吏員による防火対象物における火災の予防又は消防活動の障害除去のための措置命令」
※5「消防長又は消防署長は、第一項の防火管理者が定められていないと認める場合には、同項の権原を有する者に対し、同項の規定により防火管理者を定めるべきことを命ずることができる。」
※6「消防長又は消防署長は、第一項の規定により同項の防火対象物について同項の防火管理者の行うべき防火管理上必要な業務が法令の規定又は同項の消防計画に従つて行われていないと認める場合には、同項の権原を有する者に対し、当該業務が当該法令の規定又は消防計画に従つて行われるように必要な措置を講ずべきことを命ずることができる。」
※7「消防長又は消防署長は、第一項の自衛消防組織が置かれていないと認める場合には、同項の権原を有する者に対し、同項の規定により自衛消防組織を置くべきことを命ずることができる。
※8「消防長又は消防署長は、第十七条第一項の防火対象物における消防用設備等が設備等技術基準に従つて設置され、又は維持されていないと認めるときは、当該防火対象物の関係者で権原を有するものに対し、当該設備等技術基準に従つてこれを設置すべきこと、又はその維持のため必要な措置をなすべきことを命ずることができる。」
※9「消防長又は消防署長は、第十七条第一項の防火対象物における同条第三項の規定による認定を受けた特殊消防用設備等が設備等設置維持計画に従つて設置され、又は維持されていないと認めるときは、当該防火対象物の関係者で権原を有するものに対し、当該設備等設置維持計画に従つてこれを設置すべきこと、又はその維持のため必要な措置をなすべきことを命ずることができる。」
※10「消防長又は消防署長は、第一項の規定による認定を受けた防火対象物について、次のいずれかに該当するときは、当該認定を取り消さなければならない。
　一　偽りその他不正な手段により当該認定を受けたことが判明したとき。
　二　第五条第一項、第五条の二第一項、第五条の三第一項、第八条第三項若しくは第四項、第八条の二の五第三項又は第十七条の四第一項若しくは第二項の規定による命令(当該防火対象物の位置、構造、設備又は管理の状況がこの法律若しくはこの法律に基づく命令又はその他の法令に違反している場合に限る。)がされたとき。
　三　第一項第三号に該当しなくなつたとき。」

　消防法施行規則第4条の2の8第1項の規定による。
　(防火対象物点検の特例)
第4条の2の8　法第8条の2の3第1項第3号の総務省令で定める基準は、同条第2項に規定する消防長又は消防署長の検査において、次の各号に掲げる要件を満たしていることとする。
(1)　※1第4条の2の6第1項に規定する基準に適合していること。
(2)　前号に掲げるもののほか、消防用設備等又は特殊消防用設備等が設備等技術基準又は※2法第17条第3項に規定する設備等設置維持計画に従つて設置され、又は維持されていること。
(3)　※3法第17条の3の3の規定を遵守していること。
(4)　前各号に掲げるもののほか、法又は法に基づく命令に規定する事項に関し市町村長が定める基準に適合していること。
※1「防火対象物の点検基準」
※2「消防法施行規則第31条の3の2に定める計画」
※3「第十七条第一項の防火対象物(政令で定めるものを除く。)の関係者は、当該防火対象物における消防用設備等又は特殊消防用設備等(第八条の二の二第一項の防火対象物にあつては、消防用設備等又は特殊消防用設備等の機能)について、総務省令で定めるところにより、定期に、当該防火対象物のうち政令で定めるものにあつては消防設備士免状の交付を受けている者又は総務省令で定める資格を有する者に点検させ、その他のものにあつては自ら点検し、その結果を消防長又は消防署長に報告しなければならない。」

	標準処理期間
	30日

	備考
	

	


	設定年月日
	平成24年10月1日
	最終変更年月日
	平成29年10月1日
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